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山口県医師確保計画（素案）について 
 

１ 策定の趣旨 

 「医師偏在指標」に基づく、本県における医師の確保に係る医療提供体

制の確保に関する基本的方針を定める。 
 

２ 計画の位置づけ 

○医療法第３０条の４第１項に規定する県保健医療計画の一部 

○医療法第３０条の４第２項第１１号に規定する事項 
 

３ 計画期間 

令和２年度(2020年度)から令和５年度(2023年度)（４年間） 

＊以降は、県保健医療計画の改定に合わせ、３年ごとに見直し。 
 

４ 計画の構成（※「医師確保計画策定ガイドライン」に準拠） 

① 医師偏在指標 

② ２次医療圏における「医師多数区域・少数区域」等の設定 

③ 医師の確保方針の策定 

④ 医師偏在の度合いに応じた医師確保の目標の設定 

⑤ 医師の派遣など目標の達成に向けた施策の推進 

⑥ 産科・小児科における医師確保計画 

⑦ 効果の測定・評価 
 

５ 計画の概要 

（１）医師偏在指標に基づく医師少数区域・医師多数区域等 

保健医療圏 医師偏在指標 全国順位 
少数・多

数の別 
医師少数スポット 

山口県 ２１６．２   ３１位   

岩国 ２０４．６  ９８位 多数 
旧錦町地域 

旧美和町地域 

柳井 １３８．４ ２８８位 少数  

周南 １７７．５ １６８位   

山口・防府 １９８．９ １０８位 多数  

宇部・小野田 ３２１．８   ２６位 多数 美祢市 

下関 ２２２．６   ８１位 多数 旧豊田町地域 

長門 １３５．７ ２９６位 少数  

萩 １６０．１ ２２９位 少数  

      注）全国順位は、3次医療圏は 47都道府県、2次医療圏は、335医療圏で算出 
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（２）医師確保の方針 

 ①県 
○ 県内各保健医療圏において必要とする医師の確保を進めていくため、
県全体として医師の総数を増やしていく。 

 

○ 特に、医師の高齢化が進んでいる状況を鑑み、これまでも取り組ん 
できた若手医師の確保に引き続き取り組む。 

 

 ②二次医療圏 

多数・少数等 医師確保の方針 

医師少数区域 
将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に向
け、保健医療圏内の医師数を増やしていく 

医師多数区域 

各地域の実情に応じ、将来にわたる持続的な地域医
療提供体制の確保に向け、引き続き、必要な医師の
確保について取り組む 

 岩国 保健医療圏内に医師少数スポットを抱えている 

 山口・防府 医療需要が伸びることが予想される 

 宇部・小野田 
山口大学医学部附属病院による医師派遣の中核的な
役割が求められている 

 下関 保健医療圏内に医師少数スポットを抱えている 

多数・少数のいずれに

も該当しない区域 

将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に向
け、引き続き、必要となる医師の確保に取り組む 

医師少数スポット 
将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に向
け、当該地域内の医師数を増やしていく 

 

（３）目標医師数 

 ①県全体の目標医師数 

2016年実医師数 2023年目標医師数 2036年目標医師数 

３，４３６人 ３，４８３人 ３，６２４人 
 

②医師少数区域の目標医師数 

保健医療圏 2023年目標医師数 2016年実医師数 

柳井 １８１人以上 １６２人 

長門 ７２人以上 ６２人 

萩 ９７人以上 ９１人 
 

 ③医師少数区域以外の区域の目標医師数 
○ 既に目標医師数を達成したものとして、具体的な目標医師数は定め 
 ないが、医師確保の方針に基づき、将来にわたる持続的な地域医療提供
体制の確保に向け、引き続き、必要な医師を確保していく。 

 

 ④その他の目標 

  ○ 2023年までの各年において、専攻医を５０人以上確保する。 
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（４）目標達成に向けた施策等 
①医師少数区域等への医師の効果的な配置 

 ②本県医療を担う医学生の確保 
  ■医師修学資金の貸付 ■山口大学医学部における地域枠の設置・増員 
 ③臨床研修医の確保 
  ■研修推進体制の整備 ■臨床研修病院における研修実施体制の充実 
 ④専門医の養成 
  ■専門研修推進体制の整備・充実 ■総合診療医の養成・確保 
 ⑤勤務環境の整備 
 ⑥情報発信等 
 

（５）産科医・小児科医に係る医師確保計画 
①産科における医師偏在指標に基づく相対的産科医師少数区域等 

           ※産科医師偏在指標が未確定のため、数値・順位を変更する可能性がある 

周産期医療圏 医師偏在指標 全国順位 区域設定 

山口県 １１．５   ２９位 少数県に準じる県として取り扱う 

岩国・柳井   ９．３ １８４位 少数区域に準じる区域として取り扱う 

周南   ９．１ １８９位 少数区域 
山口・防府・萩 １１．６ １２０位  
宇部・小野田 １８．９   ２５位  
下関・長門   ９．４ １８１位 少数区域に準じる区域として取り扱う 

注）周産期医療圏別医師偏在指標の全国順位は、3次医療圏は 47都道府県、 
周産期医療圏は、分娩実績のある 278周産期医療圏で算出 

 

 ②産科医確保に向けた基本方針 
  ○県 
   ■将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に向け、県全体とし

て産科の医師の総数を増やしていく。 
 
  ○各周産期医療 
   （相対的産科医師少数区域、相対的産科医師少数区域に準じる区域） 

■産科の医師の総数を増やしていく。 
 
    （相対的産科医師少数区域等に該当しない区域） 
     ■必要な産科の医師の確保に取り組む。 
 
③小児科における医師偏在指標に基づく相対的小児科医師少数区域等 

※小児科医師偏在指標が未確定のため、数値・順位を変更する可能性がある 
小児医療圏 医師偏在指標 全国順位 区域設定 

山口県 １０７．０   ２７位 少数県に準じる県として取り扱う 

岩国   ９８．１ １５２位 少数区域に準じる区域として取り扱う 

柳井・周南   ９１．５ １８１位 少数区域に準じる区域として取り扱う 
山口・防府・萩   ９３．０ １７８位 少数区域に準じる区域として取り扱う 
宇部・小野田 １５６．６   １７位  
下関・長門   ９６．７ １６３位 少数区域に準じる区域として取り扱う 

注）小児科における医師偏在指標の全国順位は、3次医療圏は 47都道府県、 
小児医療圏は、311小児医療圏で算出 
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 ④小児科医確保に向けた基本方針 

  ○県 

   ■将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に向け、県全体とし

て小児科の医師の総数を増やしていく。 
 

  ○各小児医療 

   （相対的小児科医師少数区域に準じる区域） 

     ■小児科の医師の総数を増やしていく。 
 
    （相対的小児科医師少数区域等に該当しない区域） 

     ■必要な小児科の医師の確保に取り組む。 
 

 ⑤産科・小児科の医師確保に向けた施策等 

  ○ 医師修学資金の特定診療科枠に産婦人科・小児科を指定し、修学資

金の貸与や県地域医療支援センターにおけるキャリア形成支援等の取

組等を通じ、周産期医療・小児医療を担う医師の養成・確保に努める。 

  ○ 産科医の処遇を改善するため、分娩手当や産科専攻医への手当を支

給する医療機関への補助の実施。 

  ○ 代診医の確保や女性医師にも対応した勤務環境改善の支援。 
 

（６）計画の効果の測定・評価 

○ 山口県医療対策協議会において、関係者の協議を行い、本県の実情 

に応じた効果的な医師確保対策に取り組む。 

○ 医師確保計画の効果測定・評価の結果については、県医療対策協議 

会において協議を行い、次期計画の策定・見直しに反映させるとともに、

評価結果を次期計画に記載する。 

 

６ 策定スケジュール 

  令和元年１０月 山口県医療対策協議会（骨子案協議） 

      １１月 山口県医療審議会（素案審議） 

      １２月 県議会環境福祉委員会（素案報告） 

          パブリックコメント実施 

  令和２年 ２月 山口県医療対策協議会（最終案協議） 

山口県医療審議会（最終案審議） 

３月 県議会環境福祉委員会（最終案報告） 

          計画策定・公表 
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第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 
「医師偏在指標」に基づく、本県における医師の確保に係る医療提供
体制の確保に関する基本的方針 

２ 計画の性格 
○医療法第 30条の４第１項の規定に基づく県保健医療計画の一部 
○医療法第 30条の４第２項第 11号に規定する事項 

３ 計画の期間 
  ○令和２年度(2020年度)～令和５年度(2023年度)の４年間 

  ○以降、県保健医療計画の改定に合わせ、３年ごとの見直し 
 

第２章 地域の現状 

（「医師の現状」「医療需要」「各保健医療圏の状況」等について記載） 
 

第３章 医師少数区域、医師多数区域等 

１ 医師偏在指標 
 

医療圏 医師偏在指標 全国順位 

山口県 ２１６．２ ３１位 

岩国 ２０４．６ ９８位 

柳井 １３８．４ ２８８位 

周南 １７７．５ １６８位 

山口・防府 １９８．９ １０８位 

宇部・小野田 ３２１．８ ２６位 

下関 ２２２．６ ８１位 

長門 １３５．７ ２９６位 

萩 １６０．１ ２２９位 

注）医師偏在指標の全国順位は、3次医療圏は 47都道府県、 
2次医療圏は、335医療圏で算出 

 

２ 医師少数区域、医師多数区域 
○本県は、医師少数でも多数でもない県に該当 

○県内の各二次医療圏は次のとおり 
 

区分 保健医療圏 

医師少数区域 ３圏域 柳井、長門、萩 

医師多数区域 ４圏域 岩国、山口・防府 

宇部・小野田、下関 

上記のいずれにも該当しない区域 １圏域 周南 
 

３ 医師少数スポット 
○ 医師少数区域に該当しないへき地において、医師修学資金貸与者の
勤務予定のある病院が所在する地域を医師少数スポットとする 

 
保健医療圏 医師少数スポット 

岩国 岩国市における旧錦町地域及び旧美和町地域 

宇部・小野田 美祢市全域 

下関 下関市における旧豊田町地域 
 
 
 

第４章 医師確保の方針 

１ 山口県 
○ 県内各保健医療圏において必要とする医師の確保を進めていくた
め、県全体として医師の総数を増やしていく 

 ○ 医師の高齢化が進んでいる状況を鑑み、これまでも取り組んできた
若手医師の確保に引き続き取り組む 

２ 二次医療圏 
多数・少数等 医師確保の方針 

医師少数区域 
将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に
向け、保健医療圏内の医師数を増やす 

医師多数区域 
各地域の実情に応じ、将来にわたる持続的な地域医
療提供体制の確保に向け、引き続き、必要な医師の
確保に取り組む 

 岩国 保健医療圏内に医師少数スポットを抱えている 

 山口・防府 医療需要が伸びることが予想される 

 宇部・小野田 
山口大学医学部附属病院による医師派遣の中核的
な役割が求められている 

 下関 保健医療圏内に医師少数スポットを抱えている 
多数・少数のいず
れにも該当しない
区域 

将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に
向け、引き続き、必要となる医師の確保に取り組む 

医師少数スポット 
将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に
向け、当該地域内の医師数を増やす 

 

第５章 目標医師数 

１ 県全体の目標医師数 
2016年実医師数 2023年目標医師数 2036年目標医師数 
３，４３６人 ３，４８３人 ３，６２４人 

２ 各医師少数区域の目標医師数 
 柳井 長門 萩 
2016年実医師数 １６２人 ６２人 ９１人 
2023年目標医師数 １８１人以上 ７２人以上 ９７人以上 

３ 医師少数区域以外の区域の目標医師数 
○既に目標医師数は達成したものとして、具体的な目標医師数は定めない  

４ その他の目標 
○2023年までの各年において、専攻医を５０人以上確保 

 

第６章 目標達成に向けた施策等 

１ 医師少数区域等への医師の効果的な配置 
○医師修学資金貸与者等について、公的医療機関等への派遣調整を実施 

２ 本県医療を担う医学生の確保 
○医師修学資金の貸付 ○山口大学医学部における地域枠の設置・増員 
○県内定着を促進するキャリア形成支援 

３ 臨床研修医の確保 
○研修推進体制の整備 ○臨床研修病院における研修実施体制の充実 

４ 専門医の養成 
○専門研修推進体制の整備・充実  ○総合診療医の養成・確保 

５ 勤務環境の改善 
○勤務医の勤務環境の改善  ○女性医師のキャリア形成支援 

６ 情報発信等 

第７章 産科医に係る医師確保計画 

１ 地域の現状 
 （「産科医の状況」「分娩施設・件数」「各周産期医療圏の状況」等につ

いて記載） 

２ 相対的産科医師少数区域等 
○相対的産科医師少数県に準じる県 
■将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に向け、県全体とし
て産科の医師の総数を増やしていく 

○相対的産科医師少数区域（周南周産期医療圏） 
 ■産科の医師の総数を増やしていく 
○相対的産科医師少数区域に準じる区域 
 （岩国・柳井、下関・長門の各周産期医療圏） 
■産科の医師の総数を増やしていく 

○相対的産科医師少数区域等に該当しない区域 
（山口・防府・萩、宇部・小野田の各周産期医療圏） 
■必要な産科の医師の確保に取り組む 

３ 産科の医師確保に向けた施策等 
 ○ 医師修学資金の特定診療科枠に産婦人科・小児科を指定し、修学資

金の貸与や県地域医療支援センターにおけるキャリア形成支援等の
取組等を通じ、周産期医療を担う医師の養成・確保に努める 

○ 産科医の処遇を改善するため、分娩手当や産科専攻医への手当を支
給する医療機関への補助の実施 

 ○ 代診医の確保や女性医師にも対応した勤務環境改善等の支援 
 

第８章 小児科医に係る医師確保計画 

１ 地域の現状 
 （「小児科医の状況」「年少人口と医療需要の推移」「各小児医療圏の状

況」等について記載） 

２ 相対的小児科医師少数区域等 
○相対的小児科医師少数県に準じる県 
■将来にわたる持続的な地域医療提供体制の確保に向け、県全体とし
て小児科の医師の総数を増やしていく 

○相対的小児科医師少数区域に準じる区域 
 （岩国、柳井・周南、山口・防府・萩、下関・長門の各小児医療圏） 
■小児科の医師の総数を増やしていく 

○相対的小児科医師少数区域等に該当しない区域（宇部・山陽小野田） 
■必要な小児科の医師の確保に取り組む 

３ 小児科の医師確保に向けた施策等 
 ○ 医師修学資金の特定診療科枠に産婦人科・小児科を指定し、修学資

金の貸与や県地域医療支援センターにおけるキャリア形成支援等の
取組等を通じ、小児医療を担う医師の養成・確保に努める 

 ○ 代診医の確保や女性医師にも対応した勤務環境改善等の支援 
 

第９章 計画の効果の測定・評価 

○ 山口県医療対策協議会において、関係者の協議を行い、本県の実情
に応じた効果的な医師確保対策に取り組む 

○ 医師確保計画の効果測定・評価の結果については、県医療対策協議
会において協議を行い、次期計画の策定・見直しに反映させるととも
に、評価結果を次期計画に記載 

 

 


